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研究要旨 びまん性特発性骨増殖症は靭帯骨化を基盤に高齢者に発症する疾患で

あるが、その原因は未だ不明である。本症では靱帯骨化により可撓性のない脊椎

となるために、転倒などの軽微な外傷により脊椎損傷を来すことが知られている。

285 例の後ろ向き研究の結果、本損傷は軽微な外傷で発生し、後縦靭帯骨化を伴

う高位では重篤な麻痺を呈する傾向があった。この結果を踏まえて、現在、参加

施設で治療を受けた本損傷患者を前向き登録している。前向き症例登録の臨床デ

ータと後ろ向き研究と比較しての本損傷の病態及び問題点を調査している。 

 

  

 

Ａ． 研究目的 

びまん性特発性骨増殖症は靭帯骨化を基

盤に中高齢者に発症する疾患であるが、そ

の原因は未だ不明である。今回の調査で、

本損傷は高齢者において低エネルギー外傷

で受傷し、受傷時には麻痺を呈する例は少

ないものの、遅発性に麻痺が出現する頻度

が高く、そのため診断が遅れる傾向がある。

画像解析の結果、骨折部位に OPLL が存在し、

MRI での脊髄輝度変化があり、後方要素の

破綻した症例では、麻痺の発生が多いこと

が明らかになった。希少な脊椎損傷である

本損傷の病態をさらに明らかするため、現

在、前向き症例登録を行い、データ蓄積し

ている。本研究の目的は、びまん性特発性

骨増殖症を伴った脊椎損傷の病態を調査し、

その治療上の問題点を明らかにすることで

ある。 

 

Ｂ．研究方法 

平成 26 年 11 月より各施設での倫理委員

会の承認を得た。平成 27 年 12 月よりに参

加施設で本損傷に対して治療を行った 42

例 (男性 30 例、女性 12例)、受傷時平均年

齢 72.8 歳を対象とした。入院前、受傷１

年後の住居、診断の遅れ(受傷後 24 時間以

内)、治療方法、治療開始後の合併症、治療

後の骨癒合について検討した。 

 

Ｃ．研究結果 

 対象の 98.0%は自宅で生活していた。

2.0%が老人保健施設であったが、受傷１年

後には、自宅は 70.0%となり、病院 20.0%、

老人保健施設 10.0％と自宅以外に滞在して

いる例が 30.0%に増加していた。 

診断の遅れ（受傷後 24 時間以内に正確な

診断ができなかった）は 54.8％にみられ、

本損傷を正確に診断ができた例は 45.2%で

あった。診断の遅れとなった例の内、医療

機関に受診したにも関わらず正確な診断に

至らなかった doctor’s delay が 38.1％

と最も多く、24時間以内に医療機関に受診

をしなかった patient’s delay の 16.7%よ

りも多かった。治療は 90.7%で手術治療が
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選択され、9.3％で保存治療が選択された。

手術治療の内容は従来法による後方固定が

47.6％、経皮的椎弓根スクリューを用いた

低侵襲脊椎固定術が 33.3％、経皮的椎体形

成術 4.8％、前後方固定術および前方固定

術がそれぞれ 2.4％であった。手術治療に

よる平均固定椎間は 4.7±1.8 椎間であっ

た。治療期間中の合併症は 21.4%で発生し、

その内訳は肺炎 7.1%、下肢静脈血栓症 7.1%、

尿路感染症 7.1%、褥瘡 4.8％、一過性上肢

筋力低下 2.4％、咽頭浮腫による気管切開 

2.4％、認知症の悪化 2.4％であった。再手

術は 4.8%で行われたが、いずれも骨癒合が

確認できた後のインプラントの抜釘術であ

った。治療開始後 12か月以内の死亡、偽関

節の発生は認めなかった。 

 

Ｄ．考察  

  今回の研究の結果から、本損傷をきた

した患者は自宅での生活が困難になる比率

が上がることが明らかになった。また、前

回調査時の後ろ向き研究と同様に、半数以

上の症例で診断の遅れがあった。その理由

として docotor’s delay が依然として高

かった。治療法は手術治療が多くの症例で

選択されていたが、後ろ向き研究よりも低

侵襲的脊椎固定術や経皮的椎体形成術など

のより低侵襲な手術方法が選択されている

傾向があった。また、24.1%で治療期間中の

合併症が発生したが、この頻度は後ろ向き

研究の 30.5％よりも少なく、治療開始後 12

か月以内の死亡例は認めなかった。このこ

とは、本損傷の病態について後ろ向き研究

を行った時より治療を提供する側の認識が

上がった可能性が高いと考えられる。その

結果として治療成績の向上に結び付いてい

ていると考える。しかしながら未だに一次

診での確実な診断に至らず、docotor’s 

delay が存在することから、今後は一般診

療医への注意喚起が必要であると考えた。

現在も前向き症例登録は継続中であり、更

なる症例の蓄積により詳細なデータ構築を

予定している。 

 

Ｅ．結論 

前向き症例登録の結果、いまだ診断の遅れ

が見られたが、より低侵襲な手術治療が選

択され、合併症や死亡例の発生頻度が低下

している傾向がみられた。 
 
Ｆ．健康危険情報 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む） 

1.特許取得 

予定なし 

2.実用新案登録 

予定なし 

3.その他 

予定なし 

 

 


